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在ポルトガル日本国大使館 

 

東博史大使からのメッセージ 

 

初冬の頃、皆様におかれましては、御健勝にて御活躍のこととお慶び申し上げます。 

今月号では、「最近のポルトガル内政の動き」、「日本・ポルトガル防災シンポジウムの

開催」、「日本企業のポルトガルでの事業拡大」、「ポルトガル企業の日本進出」及び「日

本文化関係行事」等について、御紹介いたしたく存じます。 

 

●最近のポルトガル内政の動き 

 ポルトガルでは、１０月４日の総選挙で、連立与党(社会民主党と民衆党の連立)が勝利

し、同３０日には、コエーリョ首相による連立与党内閣が一旦発足しましたが、１１月１1

日、同政権の「政府プログラム」が国会で否決されました。これにより連立与党内閣が暫

定政権となったことを受け、カヴァコ・シルヴァ大統領は、経済界関係者、各党の意見を

改めて聴取した後、同２４日コスタ社会党書記長を首相に指名しました。同２６日に新政

権の就任式が行われましたが、同政権は社会党単独の少数政権であり、左翼連合及びポル

トガル共産党等左派政党は閣外協力に留まりました。 

新政権は１８閣僚からなり、政治力・実務能力を重視した布陣となっています。新政権

は、前連立政権がトロイカ支援プロセスの中で推進してきた構造改革や年金削減、増税な

どの緊縮措置の一部撤廃の意向を示しており、今後も財政規律が維持されるのか等が注目

される他、閣外協力の左派政党との調整も課題となっており、今後の推移に注目が集まっ

ています。 

一方、コスタ新首相は、前リスボン市長で、３年前に訪日経験もあり日本には親近感を

持っておられます。また、今回「企画・インフラ相」に就任したペドロ・マルケス新大臣

は、ポルトガル・日本友好議連の前副会長で訪日経験もあり、これまで、日・ポ間の関係

強化に尽力してきた方であることをお知らせいたしたく存じます。  

   

●日本・ポルトガル防災シンポジウムの開催 

 １１月２日～３日、本年が１７５５年のリスボン大震災から２６０周年、阪神・淡路大

震災２０周年に当たることから、リスボン市民の防災意識の向上のため「ひょうご震災記

念２１世紀機構」及びリスボン市の共催にて「日本・ポルトガル防災シンポジウム」が開

催され、私も出席し挨拶しました。 

「災害の際の対応に関するセッション」では阪神・淡路大震災時の模擬映像の上映の後、

「ひょうご震災記念２１世紀機構」五百旗頭真(いおきべまこと)理事長による「大震災下

の危機管理」に関するプレゼンテーションが行われました。また、「災害時のリスク・コ



ミュニケーションに関するセッション」では 河田・同機構副理事長による「日本におけ

る津波リスクのコミュニケーション」に関するプレゼンテーションが行われました。また、

この機会に「ひょうご震災記念２１世紀機構」と「リスボン市」の間で「協力覚書」に署

名が行われました。更に、１１月３日には「ひょうご震災記念２１世紀機構」と「ポルト

ガル（国家防災機構及びリスボン市）」及び「ギリシャの地震・防災関係者」の意見交換

も行われ、私も出席いたしました。 

 昨年１１月の「ひょうご震災記念２１世紀機構」関係者の当地来訪以来、「国」のレベ

ルでも両国間の防災分野での協力関係が進展しており、本年３月に仙台で開催された第３

回国連防災世界会議にロドリゲス内務大臣が出席し、今次防災シンポジウムにも国の防災

当局者も出席しました。同シンポジウムは、昨年５月の安倍総理のポルトガル訪問に続い

て、本年３月のコエーリョ首相訪日による両国首相相互訪問の成果のフォローアップとし

て位置づけられるものでもあります。更に、同シンポジウムには、国連防災機関(UNISDR)

の欧州事務所のプログラムオフィサーが出席して、「仙台宣言」について説明し、第３回

国連防災世界会議のフォローアップとしても重要な意義がありました。 

 私としましては、今回のシンポジウムを契機として、日・ポ間の防災分野における協力

関係強化の気運が醸成されたことを踏まえ、我が国が国連で提唱し、ポルトガル政府も共

同提案国となる意向を示している「世界津波の日」(１１月５日)を中心として、今後、日・

ポ間の防災分野における協力関係強化を図る行事を実施することを検討したいと考えてお

ります。 

 

●日本企業のポルトガルでの事業拡大の動き 

（１）ポルトガルにおける浮体式洋上風力発電事業への日本企業参画 

１１月１７日、「三菱商事」と「千代田化工建設」は、「ポルトガル北部のヴィアナ・

ド・カステロ市沖合２０ｋｍの場所に合計２５ＭＷの浮体式洋上風力発電設備を設置する

プロジェクトに対して、出資・参画する」旨を発表しました。総事業費は約１６０億円で、

２０１８年の商業運転開始が予定されています。 

ポルトガルにおいては、既に「三菱商事」が太陽光発電事業に参入している他、一昨年

より、「丸紅」が発電事業に参画しており、今回の発表によって、日本企業による「再生可

能エネルギーを含めた発電事業」が更に拡大することになります。私としましても、ポル

トガルひいては欧州のエネルギー分野での日本企業の活躍、更なる貢献を期待いたしてお

ります。 

 

（２）日本企業によるビッグデータを活用した最先端の加工用トマト栽培技術

の開発 

１１月１１日、「カゴメ」は、「２０１５年３月より、日本電機株式会社(NEC)とビッグ

データを活用した最先端の加工用トマト栽培技術の開発に着手した」旨のニュースリリー



スを発表しました。これは、トマトの世界的な需要増に対応するため、新たな農業技術の

開発に ICT(情報通信技術)を利用するものであり、気象・土壌等や灌漑・施肥等から得られ

る「データ」を活用し、最小限の資源投入(水・肥料など)による最大限の収穫量・品質の

達成を目指しているものです。既に本年夏にポルトガルの試験農場で収穫量が大幅にアッ

プする等の検証結果が得られたとのことです。今後、ポルトガルを起点として、EU、CPLP(ポ

ルトガル語圏諸国共同体)諸国等にも日本企業によるこのようなプロジェクトが拡大して

いくことを期待したく存じます。 

 

（３）日本・ポルトガルの中小企業の海外進出を支援する協力覚書の締結 

１１月３日、「日刊工業新聞社」と「idD（Plataforma das Industrias de Defesa Nacionais)」

との間で、日本・ポルトガルの中小企業の海外進出を支援する協力覚書が締結されました。

「idD」は、ポルトガル国防省の関係団体であり、国防省と取引のあるテキスタイル、金型、

ICT、食品等を扱う中小企業約１００社をまとめ、ポルトガル中小企業の海外進出支援に注

力しています。「idD」に所属している中小企業の総売上げは、年間２０００億円を超えま

すが、そのうち７～８割は海外での売上げです。 

同覚書の締結に基づき、今後、「日刊工業グローバルビジネスサポート」は日本への進出

を目指すポルトガル企業のために、「idD」はポルトガルへの進出を目指す日本企業のため

にマーケットを探すことになるとのです。私としましても、両社が取り組む支援事業によ

って両国の中小企業が、両国の市場進出につながるよう期待するとともに、当館としても

支援の一助を担えればと考えております。 

 

（４）「エプソン・ポルトガル社」創立２５周年(２.（３）も参照下さい) 

 １１月１１日、「エプソン・ポルトガル社」の２５周年記念式典、エプソン製品のショ

ールーム「EPSON Experience」の開所式が、オエイラス市にある「Lagoas Park」で行われ

ました。右記念式典に私とともに出席したパウロ・ヴィスタス・オエイラス市長は、私に

対しても、オエイラス市経済に貢献しているエプソン社をはじめ特に「Lagoas Park」に所

在する日本企業の活躍に謝意を述べるとともに、更なる日本企業による投資をはじめ、ワ

イン(特に CARCAVELOS 酒)等農産物の対日輸出、日本人観光客の誘致、日本文化事業の開催、

日本との姉妹都市交流の開始等の要望が示されました。 

 

●ポルトガル企業の日本進出の動き 

 JETRO の協力により、近く、「１７５６ ポルトガル・ワイン社」と「オビオネ社」がい

ずれも大阪に事務所を開設する予定であることを御紹介したく存じます。 

 

（１）「１７５６ ポルトガル・ワイン社」は、２００８年に設立された会社であり、赤

ワイン、ポルト・ワイン、オリーブオイル等を中心に出荷しており、中国には既に広州（2009



年）、瀋陽(2010 年)に進出しています。本年末に同社社員が大阪に２～３ヶ月滞在し、JETRO

の支援を得て、大阪に現地法人を立ち上げる予定ですが、同社は、既にポルトガル商工会

議所や AICEP（ポルトガル投資振興庁）の支援も受け「鰹」の輸出を行っています。将来的

には日本食関連商品や日本酒の輸入を手がけることも検討しており、来年は日本に焦点を

当てた営業活動を行う予定とのことです。 

 

（２）「オビオネ社」は、１９５９年に設立された製薬会社で、主に原薬や医薬品中間体等

を製薬会社に販売しており、JETRO の協力を得て来年１月末に大阪事務所を開設する準備を

行っています。２０１４年の総売上げ２２２億円のうち日本での売上げは約３０％を占め

ており、同社にとって重要な市場となっています。なお、現在検討している大阪事務所開

設は日本への初めての進出ではなく、１９８０年代後半から９０年代初めまで一時東京に

事務所を開設したことがあります。 

  

●日本文化関連行事 

１１月１５日、「ピアニスト天平コンサート」、同２０日、「中井智弥 二十五弦筝ソ

ロコンサート」が開催され、私も出席しましたが、詳細については、３.（５）（６）を参

照下さい。いずれも素晴らしい演奏でした。 

 

（１）オリエント博物館友の会年次晩餐会(日本の夕べ)の開催。 

１1月２７日、オリエント財団博物館に於いて、同財団友の会が年次晩餐会を開催し、私

も出席し挨拶しました。同晩餐会は同財団友の会が毎年１回チャリティー事業及び国際交

流の一環として開催しているもので、本年は「日本」が対象国となりました。当館として

も「和食」を提供したほか、折り紙やビデオ放映を通じた日本紹介を行い、「ポルトガル

日本友好協会」が剣道、居合、剣舞等のデモンストレーションを披露しました。各テーブ

ルには、「生け花」、折り紙の金色の「鶴」が置かれ、日本紹介の映像が大画面で流され、

出席者は暫し日本文化に触れることができました。 

先月号でも紹介しましたとおり、１０月２０日、オリエント財団に対する外務大臣表彰

伝達式を行いましたが、この友の会もモンジャルディーノ・オリエント財団会長との間で、

改めて同財団との協力関係の強化を確認する良い機会となりました。「同財団友の会」か

らは、明年秋ごろを目途に、「訪日プログラム」を検討したいとの意向が示され、今後、

ポルトガルから日本への観光客の増加につながることを期待しております。 

 

（２）第１０回「武道・日本文化国際フェスティバル」の開催 

１１月２８日、リスボン近郊のローレス市において、第１０回「国際武道フェスティバ

ル」が開催され、ベルナルディーノ・ソアレス市長とともに私も出席し、挨拶いたしまし

た。同フェスティバルが開催されたローレス市平和・友好パビリオンでは、ポルトガル日



本友好協会の協力により、日本文化紹介スペースが設置され、南蛮屏風や浮世絵の大判の

写真の展示、石庭をモチーフに造園した庭のまわりに、生け花、書道コーナー、鍼灸師に

よるリラックゼーション・コーナー等が設けられていました。 

「武道フェスティバル」では、弓道、空手、柔術、柔道、剣道、居合ぬき、棒術、相撲、

少林寺拳法、合気道等が順次実演・披露されました。また、ポルトガル北部につたわるポ

ルトガルの「棒術」も披露され、これ程多くのポルトガル人が武道を実践していることに

大変感銘を受けました。共に観覧していたソアレス市長は、「今後は、経済、文化交流、観

光分野等においても日本との交流を活発化したい」との期待を述べておられました。 

   

 師走の１２月に入りましたが、上記のとおり、ポルトガルでは、コスタ新政権が誕生し、

今後も政治情勢の推移に注目する必要があり、その進展の状況を皆様にお知らせするよう

に努める所存です。一方、「日本企業のポルトガルにおける事業拡大の動き」や「ポルトガ

ル企業の日本進出の動き」が出てきており、この２年間に、安倍総理のポルトガル訪問と

コェーリョ首相訪日という両国首相の相互訪問によって生じた両国関係の飛躍的拡大のモ

メンタムを維持しつつ、ポルトガルの新政権下においても両国関係の拡大に努めたく存じ

ますので、引き続き皆様の御支援、御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 寒さも増しており、皆様におかれましては、御自愛の上御活躍頂きますようお祈り申し

上げます。 

 


